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年金改革
－積立方式への移行はできる－
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３つの課題

１）世代間格差（勤労世代 vs 引退世代）
→ 孫は祖父母よりも一億円損をする

→ 事前積立、支給開始年齢引き上げ

２）世代内格差
→ これから急増する貧困高齢者

→ 基礎年金の国庫負担↑（最低保障年金）

+クローバック（claw back）+資力調査（means test）

※ マイナンバー制の利用が不可欠

３）財源問題（負担増 vs 給付カット）
→ 現状は賦課方式ですらない
※ 公費部分（社会保障給付と保険料収入の差）を将来世代へのツケ先送

りである財政赤字で賄っている

→ 社会保障予算のハード化

※ 麻生政権時に検討された「社会保障予算の区分経理」に相当
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世代ごとの受益と負担構造（世代会計）
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高齢者全体に占める貧困高齢者比率の予測

• 等価所得が100万円未満である者を貧困と定義
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事前積立の導入

 社会保障の世代間格差を改善するため、高齢化の進展に備えた事前
積立を導入する。

（解説）高齢者一人当たりの社会保障給付を固定すると、高齢化の進
展に伴い、現役世代の負担（保険料）は増加していく。だが、あら
かじめ高齢化の進展に備え、いまから追加的負担を課し、その分を
貯蓄（事前積立）しておけば、将来の負担上昇を抑制し、異時点間
の負担を平準化できる
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（参考）賦課方式
（例：年間３００万円の年金）

100万円 100万円 100万円 300万円

2011年 2050年
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（参考）「事前積立」方式
（例：年間３００万円の年金）

2011年 2050年

100万円 100万円 100万円 300万円
＋50万円 ＋50万円 ＋50万円 －150万円

事前積立

＋50万円

＋50万円

＋50万円
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（参考）医療保険に事前積立を導入する場合の効果

（注）縦軸は、2006年の現役世代の所得を1に基準化したときの各世代の生涯純便益（＝医療サービス
からの受益－保険料・税の負担）を推計したもの。
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積立方式への移行

• 賦課方式を廃止し、積立方式に移行する場合、現役世代は、自らが老後に受
け取る年金のために（世代ごとに）貯蓄する。

• その場合、引退世代は年金を受け取れなくなってしまうが、それは政府が公
債を発行して賄う。この措置で発生する債務は「暗黙の債務」と呼ばれ、一
部専門家は750兆円と試算（＝暗黙の債務の顕在化）。

• その際、「この巨額債務の償却は困難であることから、積立方式の移行は不
可能」との誤解が広がっている。

• しかし、暗黙の債務750兆円は100年といった長期で償却する場合、年間7.5兆
円（＝消費税率3％）の負担に過ぎない。
※ 750兆円（対GDP150％）の債務を維持するためには、金利と成長率の差が1％のときで

1.5％の負担（PB黒字）が必要。これは消費税3％＝7.5兆円（対GDP1.5％）に相当

• 問題は、暗黙の債務が顕在化する場合、政府債務（対GDP）は大幅に増加す
ることから、財政の持続可能性に疑義が発生し、国債市場で国債利回りが急
上昇するリスク。

• この債務を顕在化させずに、処理する方式が「事前積立」。
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積立方式への移行

①保険料・税

暗黙の債務
（750兆円）

積立方式
※ つなぎ国債以外は

通常の国債や国内債券など
で運用

②つなぎ国債
（＝年金給付分）

③マネー

④年金給付

現役世代引退世代

償却財源7.5兆円
（消費税3％）
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事前積立での移行 ： 賦課方式＋積立金＝修正賦課方式

暗黙の債務
（750兆円）

事前積立
※「積立方式の積立
-つなぎ国債」に相当

統合

現役世代引退世代

①保険料・税

現行賦課方式

②年金給付

※ ①に上乗せして徴収（消
費税では引退世代も負担）

償却財源7.5兆円
（消費税3％）
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暗黙の債務：厚生年金 690兆円
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暗黙の債務：国民年金 110兆円
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「賦課方式 vs 積立方式」のまとめ

• 不毛な議論はやめよう！

事前積立＝現行制度（＝修正賦課方式）の枠組みそのもの

→ 賦課方式＋積立金

→ 許容できない世代間格差が発生する理由は、給付水準を維持する
場合、積立金の経路と負担水準が不適切なため

→ 積立金の経路と負担水準を適正化すれば、世代間格差は改善可能

→ しかも、現行制度のマイナー・チューニングで改善可能

• 問題は「暗黙の債務」（750兆円、対GDPで150％）

暗黙の債務を維持する場合 → 賦課方式

暗黙の債務を償却する場合 → 「完全」積立方式

→ いずれにせよ、「暗黙の債務を引退世代・現役世代・将来世代で
どう負担するか」という議論が最も重要
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